様式１

地方公会計所有外管理資産の計上支援業務
公募型プロポーザルに係る質問票


	 質　問　者　

	商号または名称
	

	代表者職氏名
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	ﾒ-ﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	

	質問項目
	（実施要領、仕様書等の項目・ページ等）

	質問内容
	



　※質問事項は、１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。
【送付先】
和歌山県総務部総務管理局管財課
　　代表メールアドレス　e0107001@pref.wakayama.lg.jp
※メール等送信後は必ず着信の確認をしてください（073-441-2216）




様式２－１

令和 　　年　　月 　　日


和歌山県知事　様


（申請者）
所在地：
商号または名称等：
代表者職氏名：



公募型プロポーザル参加表明書


「地方公会計所有外管理資産の計上支援業務委託」公募型プロポーザル実施要領に
基づき、本プロポーザルへの参加を申請します。














（事務連絡担当者）
· 法人等名：
· 役職・氏名：
· 電話番号：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
· 










様式２－２

会社概要書

	商号または
名称等
	

	所在地
	

	代表者名
	

	本件の担当者
	

	連絡先
（担当者）
	（TEL）

	
	（FAX）

	
	（E-mail）

	資本金
	

	売上高
	　　　　千円　　　　　　　　年　　月決算

	設立年月日
	　　年　月　日　
	従業員　　人

	事業内容
	



	資格・登録等
	




· コンソーシアムで参加の場合は、構成員それぞれについて作成すること
· 必要により、会社パンフレット等を添付可


様式２－３

コンソーシアム構成員表

コンソーシアム名
	




代表構成員
	所　在　地
	

	商号または
名称
	

	代表者氏名
	



その他構成員
	所　在　地
	

	商号または
名称
	

	代表者氏名
	

	

	所　在　地
	

	商号または
名称
	

	代表者氏名
	


 
· 必要により、記載欄を追加すること


様式３
令和 　　年　　月 　　日

和歌山県知事　様

（申請者）
所在地：
商号または名称等：
代表者職氏名：

応募申請書
　
　 「地方公会計所有外管理資産の計上支援業務」について、公募型プロポーザル実施要領の内容を承諾し、関係書類を添付して応募します。

【提出書類】
①応募申請書（様式３）
※コンソーシアムによる申請の場合はアを提出すること
ア　コンソーシアム協定書等の写し（様式任意）
→コンソーシアムの名称、構成員、代表者、代表者の権限等を定めたもの
②応募資格に反しない旨の誓約書（様式４）
※コンソーシアムによる申請の場合は各々の構成員について作成すること
③役員等に関する調書（様式５）
④	団体の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利益処分計算書又はこれに準ずる書　類
⑤定款若しくは寄付行為及び法人登記事項証明書又はこれらに準ずる書類
⑥法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税について未納がない旨の証明書（発行後３カ月以内のもの）
⑦都道府県税について未納がない旨の証明書（発行後３カ月以内のもの）
⑧企画提案書（様式６～９及び任意様式）

· 「和歌山県物品・役務の契約に係る競争入札参加資格審査結果について（名簿登載通知）」の写しをもって③～⑦の書類に代えることができるものとする
· コンソーシアムによる申請の場合は③～⑦は構成員ごとに提出すること

様式４（事務連絡担当者）
· 法人等名：
· 役職氏名：
· 電話番号：
· ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
· 


令和 　　年　　月 　　日

和歌山県知事　様

（申請者）
所在地：
商号または名称等：
代表者職氏名：


誓約書
　
　 「地方公会計所有外管理資産の計上支援業務」公募型プロポーザルへ参加するにあたり、下記事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓います。

記

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。

②国、和歌山県及び和歌山市から指名停止等の措置を受けている者でないこと又は受けることが明らかである者でないこと。

③会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による会社更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による民事再生手続開始の申立てが行われた者でないこと。

④国税（法人税、消費税及び地方消費税）及び都道府県税（法人県民税及び法人事業税）の滞納がないこと。

⑤構成員の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁錮以上の刑に処せられている者がいないこと。

⑥和歌山県の事務及び事業における暴力団の排除に関する要綱（平成23年施行）に規定する排除措置対象者に該当する者でないこと。

· コンソーシアムによる申請の場合は各々の構成員について作成すること





様式５

役員等に関する調書
	
法人等名：　　　　　						
	No
	役職
	氏名
	フリガナ
	生年月日

	
	
	
	
	元号
	年
	月
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


· 法人登記簿謄本（現在事項全部証明書）に記載されている役員全員について記載すること
· 元号は、大正は「Ｔ」、昭和は「Ｓ」、平成は「Ｈ」、令和は「Ｒ」で記載すること
· 共同企業体の場合は、各々の構成員について作成すること
· 収集した個人情報については、参加資格確認事務等の本来の目的を達成するために使用することとし、その他の目的のためには一切使用しません。						

様式６
　
	
企画提案書
（表紙）







1 表紙（様式６）
2 都道府県における固定資産台帳整備業務と同種同規模の契約実績（様式７）
3 [bookmark: _Hlk221280297]都道府県における財務書類等作成支援業務と同種同規模の契約実績（様式８）
4 業務実施体制（任意様式）
5 企画提案書（任意様式）
6 見積書（様式９）




（事務連絡責任者）
	商号または
名称等
	

	所　在　地
	

	担　当　者
	

	連　絡　先
	ＴＥＬ：

	
	E-mail：


· ページ番号を付けること

以下、記入不要
	受付年月日
	受付番号

	
	










様式７
都道府県における固定資産台帳整備業務と同種同規模の契約実績
	１
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	2
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	3
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	4
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	5
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	



· 公募型プロポーザル実施要領３．参加資格（１）⑧の要件を満たす内容であること
· 同種同規模の契約実績がない場合、参加資格を満たさないため注意すること
· 契約実績を複数有する場合は、契約金額が大きいものを優先して記載すること
· 各業務実績を確認できる契約書の写し、履行証明書などを添付すること
· 必要により、記載欄を追加すること
· コンソーシアム参加の場合、発注者欄に（受注者：●）と記載すること


様式８
都道府県における財務書類等作成支援業務と同種同規模の契約実績

	１
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	2
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	3
　3　
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	4
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	

	5
	業務名
	

	
	業務期間
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	

	
	契約金額
	


· 公募型プロポーザル実施要領３．参加資格（１）⑧の要件を満たす内容であること
· 同種同規模の契約実績がない場合、参加資格を満たさないため注意すること
· 契約実績を複数有する場合は、契約金額が大きいものを優先して記載すること
· 各業務実績を確認できる契約書の写し、履行証明書などを添付すること
· 必要により、記載欄を追加すること
· コンソーシアム参加の場合、発注者欄に（受注者：●）と記載すること


（任意様式）
業務実施体制

ア．　仕様書を熟読の上、業務実施体制について、図表等を活用し、チーム体制、指揮命令系統、従事人数、各担当者（氏名、資格、所属、役職等）の配置、担当業務内容、業務方針等を分かりやすく記載すること。

イ．　業務段階や業務内容（①関連部署との調整　②対象とする資産の抽出及び選別　③対象とする資産の評価基準及び計上方針の決定　⑤データ整備　⑥固定資産台帳への記載）に応じて体制を組み替える場合は、それぞれの実施体制を記載すること。

ウ． 共同企業体で参加の場合は、代表構成員の業務実績について記載すること。

[bookmark: _Hlk221286569]
（任意様式）
企画提案書

ア． 仕様書を熟読の上、企画提案を行うこと。作成にあたっては、写真、イラスト、イメージ図表等を必要により用いてわかりやすいものとすること。

イ． 「仕様書の３業務内容」の(2)～(6)の項目ごとに、業務実施にあたっての配慮事項、課題認識及び業務手法等ついて提案すること。

ウ． 令和８年度決算で固定資産台帳を整備するにあたり、確実かつ効率的に実施するためのスケジュール管理について記載すること。

エ． その他、独自の提案、強み等について記載すること。


様式９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単体用）
	見積書
	金額
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（消費税及び地方消費税含む）


	所　在　地
	

	商号または
名称
	

	代表者氏名
	

	担当者氏名
	

	連絡先
	





  和歌山県知事　様        


· 消費税及び地方消費税を含めた金額を記載すること。
· 概算見積書の金額は、公募型プロポーザル実施要領２(４)「委託上限額」を超えないこと。
· 業務項目ごとの内訳を記載した積算内訳書（任意様式）を別途添付すること。


様式９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コンソーシアム用）
	見積書
	金額
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（消費税及び地方消費税含む）


コンソーシアムの名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
［コンソーシアムの代表者］　

	所　在　地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	商号または
名称
	

	代表者氏名
	

	担当者氏名
	

	連絡先
	




  和歌山県知事　様       


· 消費税及び地方消費税を含めた金額を記載すること。
· 概算見積書の金額は、公募型プロポーザル実施要領２(４)「委託上限額」を超えないこと。
· 業務項目ごとの内訳を記載した積算内訳書（任意様式）を別途添付すること。

